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１．電気供給業に係る託送料金を控除する収入割の特例措置について 

  課税標準である収入金額を算定する場合において控除される収入金額の範囲に、次の収入金額

を追加した上で、３年間延長することとされました。 

 ア 電気供給業を行う法人が配電事業者から託送供給を受けて電気の供給を行う場合の当該 

電気の供給の供給に係る収入金額のうち、当該電気の供給に係る託送供給業の料金として  

支払うべき金額に相当する収入金額 

 イ 配電事業者が電気工作物を一般送配電事業者から譲り受けるなどして託送供給を行う  

場合の配電事業者又は一般配送電事業者の託送供給に係る収入金額のうち、当該電気工作物の

譲り受け等に係る費用として支払うべき定期支払額に相当する収入金額 

 

２．通算子法人の残余財産確定の日が通算親法人の事業年度終了の日である場合における通算  

子法人の確定申告書提出期限について 

 ア その通算子法人の残余財産の確定の日の属する事業年度の法人事業性の確定申告書提出 

期限をその事業年度終了の日から２月以内（現行：同日から１月以内又は同日から１月以内に

残余財産の最後の分配若しくは引渡しが行われる場合にはその行われる日の前日まで） 

 イ その通算子法人の残余財産の確定の日に属する事業年度について、法人事業税の確定申告書

の提出期限延長の特例を適用 

 

３．企業による先導的人材投資に係る税制措置 

 ア 法人が大学、高等専門学校又は一定の専門学校を設置する学校法人の設立を目的とする法人

に対して支出する寄付金であって、その設立のための費用に充てられるものを指定寄付金と 

する措置が講じられました。 

 イ 特別試験研究費の対象費用に、博士号取得者又は一定の研究業務の経験を有する者に対する

人件費を追加し、税額控除率を２０％とする措置が講じられました。 

 

４．オープンイノベーション促進税制の見直し 

  発行法人以外のものから購入により取得した株式でその取得により総株主の議決権の過半数

を有することとなるものを、税制の対象となる特定株式に加えるよう見直されました。 

 

５．研究開発税制の見直し 

 ア 控除率カーブの見直し及び控除率の下限の引下げ（現行：２％→１％）を行うとともに、  

試験研究費の増減割合に応じて税額控除の上限を変動させる制度（現行：２５％→２０％～ 

３０％）を設けるよう見直されました。 

 イ 試験研究費のうち新たなサービスの開発に係る一定の費用について、既に有する大量の情報

を用いる場合についても対象とするほか、所要の見直しを行われます。 

 

 

 

令和５年度税制改正等について 



６．その他の主な改正 

 ア 法人税において、研究開発税制の見直し、特別新事業開拓事業者に対し特定事業活動として

出資をした場合の課税の特例の拡充、大学等を設置する学校法人等の設立を目的とする法人に

対して支出する寄付金の創設等が行われることを踏まえ、国税に準じる措置が講じられること

となりました。 

 イ 新たな国際課税ルールにおける「第２の柱」（グローバル・ミニマム課税）への対応として

各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税（仮称）が創設されることを踏まえ、法人  

県民税の計算の基礎となる法人税の額に各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税 

（仮称）の額を含まないこととするよう所要の措置が講じることとされました。 

 ウ 外国子会社合算税制について、特定外国関係会社の適用免除要件である租税負担割合の閾値

引下げ等の見直しが行われました。 

  

７．外形標準課税について（来年度以降の税制改正における主な検討事項） 

  外形標準課税の対象法人数は、資本金１億円以下への減資を中心とした要因により、導入時に

比べて約３分の２まで減少しています。また、持株会社化・分社化の際に、外形標準課税の対象

範囲が実質的に縮小する事例も生じています。こうした事例の中には、損失処理等に充てるため

ではなく、財務会計上、単に資本金を資本剰余金へ項目間で振り替える減資を行っている事例も

存在しています。また、子会社の資本金を１億円以下に設定しつつ、親会社の信用力を背景に  

大規模な事業活動を行っている企業グループの事例もあります。 

  こうした減資や組織再編による対象法人数の減少や対象範囲の縮小は、上記の法人税改革の趣

旨や、地方税収の安定化・税負担の公平性といった制度導入の趣旨を損なう恐れがあり、外形  

標準課税の対象から外れている実質的に大規模な法人を対象に、制度的な見直しが検討されてい

ます。 

 

 

 

本件に対する問合せ ⇒ 各県税事務所 法人担当まで 

 中央県税事務所  ０４３（２３１）２３００  旭県税事務所     ０４７９（６２）０７７２ 

 千葉西県税事務所 ０４３（２７９）７１１１  東金県税事務所   ０４７５（５４）０２２３ 

 船橋県税事務所  ０４７（４３３）１２７８  茂原県税事務所   ０４７５（２２）１７２１ 

 松戸県税事務所  ０４７（３６１）２２７９  館山県税事務所   ０４７０（２２）７１１７ 

 柏県税事務所   ０４（７１４７）８７４３  木更津県税事務所 ０４３８（２５）１１１０ 

 佐倉県税事務所  ０４３（４８３）１１１４  市原県税事務所   ０４３６（２２）２１７１ 

 香取県税事務所  ０４７８（５４）１３１４                 

http://www.pref.chiba.lg.jp/zeimu/jimusho/index.html         
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